
2回 参考資料 1

厚生労働省省内事業仕分け

平成 22年 4月 12日 に第 1回厚生労働省省内事業仕分けが開催

され、社会保険診療報酬支払基金 (以下「支払基金」)について事業

仕分けが行われまtた。

<事業仕分けの概要>

○ 支払基金から「法人概要」及び「改革案」についての説明が行われ、省

内事業仕分け事務局から「事務口事業や法人についての論点等」について

説明があり、議論が行われました。

0 事業仕分け人の主な意見
口支払基金は診療側よりになつているのではないか。

・国保連との統合の論点があるのではないか。

・ レセプト電子化の効果をより明確にすべきではないか。

・支払基金の業務の一部は外部にゆだねることが可能ではないか。

・システムコス トも含めてコストの説明が必要ではないか。     i
・競争原理を一定のルールで導入したらどうか。

○政務三役からのコメント
ロ手数料が妥当なのか今後議論していく。コス トに見合つた手数料になつ

ているのか。今のままだとコス トが上がれば手数料も上がる仕組みにな

っているので、コス トの削減努力をしないと手数料が上がる。何らかの
´

歯止めの仕組みを考えたい。

・ラスパイレス指数について、公務員より給料が高い:手数料にもはねて

いる。これを見直す。
口地域間格差があり過ぎる。どういう理由で離れているのかをきちもと調

査をする。これを是正し、適正に、納得のいく審査にするためにはどう

いう手法が必要なのかサンプル調査も含めて現状を把握していく。

※事業仕分 けの模様は YouTubeにア ップされています。

http.//www.youtube.com/watch?v=BxCqeztsa94



本資料は 4ヽ月 12日 に厚生労働省で実施された省
内事業仕分けにおいて支払基金から提出された資料

,                     ´
              ′

特別民間法人「社会保険診療報酬支払基金」の改革案について
: ≪改革案説明資料≫       |

:

※ 政務3役において、本案を基に更なる改革案を検討中

|   |

1       ・



1込_:量JttFE5法人三社会保険診療幸反酬支払基金」の改革案にういて ‖

0「今後の審査委員会のあり方に関する検討会」の報告書を踏まえ、審査の充実や支部門差異の
解消に取り組む方針6

○ 平成22年度前半を目途に、平成23～ 27年度を対象期間とする「サービスの向上と業務効率化の
ための新たな計画」を策定する方針

`

1.国から 減

[平成 23年度 ll

aお6人  .Q"7人 E」〉73年度に 4′962人 (4125人 )

27年度までに少なくとも
4,562人 (▲400人

)

少なくと,A525今

IJ傘琴1拿産の売去口|   「 T

遊休不動産の処分・宿舎の見直し      ―
新計甲に盛り込む ―

||‐

｀

1審査の充実
2業務効率化・コスト削減 書



○ 支払基金においては、自らの取組として、平成21年 5月 より、審査委́員代表、保険者代表

診療
響

当者岱表等の
今

画を得て「今後の審査委員会のあり方に関する検討会」を開催し、

平成22年 3月 、報告書を公表。

0平成22年度前半を目途に、平成23～ 27年度を対象期間とする「サービスの向上と

業務効率化のための新たな計画」を策定する方針。

○ その中では、   |                   .
① 電子レセプトによる審査の質の向上の方向性

② 審査を含む業務処理全般に関する現行の体制の見直し後の姿

③ 業務に係るコストの削減自標並びにそれに向けた財政見通し及び手数料単価の見込み

④ 審査実績の向上及び支部間差異の解消に向けて達成すべき目標を設定して

その進行状況を検証する仕組み

等を盛り込む方針。

…
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1.国`からの財政支出の削減

≪具体的な見直しの内容≫

Ol社会医療診療行為別調査受託費
(26百万円)

○ 診療報酬データ提供・レセ電調剤分析データ1提
供受託費     (27百 万円)

O介 護保険関係業務費補助金

(233百万円 )

厚労省の方針に従う

≪見直しによる削減額≫

厚労省の方針に従う

厚労省の方針に従う

平成22年度予算

286百万円

平成23年度～

厚労省の方針に従う
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2.組織のスリム化

平成22年度当初

5,087/\

平成23年度～

23年度に 4,962人 (▲ 125人 )

27年度までに少なくとも
4,562人 (▲4oO人 )

少なくとも▲525人

≪具体的な見直しの内容≫

○ 電子レセプトヘの対応に主眼を置いた組織の在り方の見直し :

改革前

○ 紙レセプトについては、日視点検を実施。
電子レセプトについては、点検条件を設定

してシステムチェックを実施。

○ 民間委託が可能である請求支払業務を
すべて民間に委託。    :

○ 支部ごとに庶務:会計・資金管理の業務を
処理。           _  :

改革後

○ すべての 電子レセプトに対して
システムチェックを実施。人による審査を
「人でなければできない審査」に限定6

0弓 |き続き、アウトソTシングを実施。

O平 成23年度より、資金管理業務を本部
で一括して処理。

○ 庶務ご会計の業務を各ブロックで中核と
なる支部に集約する方向で検討:
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863.7

1鐵輻閣レセプト取扱件数
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ピーク時の平成13年度と比較す
ると、10年間で1,1387人

(22%)の削減を実現。
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じ:饉断畔僣11 魃鼈 鰤 酬 11隋鰤 I

平成14年度 ・ レセプトOCR処理業務

平成15年度

二:レセプトOCR処理業務

・ 請求・支払デT夕入力業務の一部

平成16年度

LレセプトOCR処理業務

・ 請求・支払データ入力業務の全部

・ レセプトの保険者別分類業務の一部(大規模支部)

平成 17年度

ロレセプトocR処理業務

薔請求L支払データ入力業務の全部

・ レセプトの保険者別分類業務の一部 (全支部)

平成18年度～

・ レセプトocn処‐理業務

・ 請求・支払データ入力業務の全部

・ レセプトの保険者別分類業務の全部(全支部)



○ |「 L/セプトオンラィンイヒ|三対応したサ■ビスと業務効率化のための計画」(平成19年¬2月 )
|に

おいてはt平成20～ 23年には、レセプトのオンライン化に伴う900人の要員効果を

見込んだ上で、4oo人の要員を審査の充実に振り向け、500人の定員削減を盛り込んだ

ところ8   1       1 
‐

○ 1具体的には、‐    |■    |
① 現行で支著Fごとに処理されている資金管理業務(保険者に対する診療報酬の請求及び

1医療機関に対する診療報酬の支払の業務)について、平成23年度より、本部で一括して

0.現れぞ輩善|ビlll亀通:1耗キt、る庶務`会計の管理業務のうち、集約可能なものに

ついて
=本

部又は各ブロックで中核となる支部に集約する方向で検討する

などt業務処理体制を見直すことにより、職員定員の削減を計画的に進める方針。

8

○1平成22年度前
‐
率を自途にt平成23γ 27年度を対象期間とする「サービスの向上と

業務効率化のための新たな計画」を策定するに当たっては、平成24年度以降に少なくとも

46o人あ走員削減を盛り1込む方針。
・

|        |l   i



47支部体制のあり方については、「今後の審査委員会のあり方に関する
検討会」の議論を踏まえた検討が必要であるが:全国組織である支払基金
の機能を活|かした事業運営を目指す。

● 1覆 1島負1責ヨ義1進あた場

`|11■

蔀が大量部と尚様の組轟体術で '

‐
|よ非効率なことから、1平成

‐
22年度から段FIBL的に小支部の組織体制をスリム化。

(16支部を4課体制から3課体市1へ再編)|

②l平成23年度からは|‐ 集約可有ヒな業
‐務を本部T括又はブロック申核支部

での処理体制とすること1を
検討61 1‐



3.余剰資産の売却

遊休不動産の処分及び宿舎の見直し

≪具体的な内容≫

○ 遊体不動産の処分
・ 現有の13支部16物件の売却を
本部に移管6

○ 宿舎の見直し
・ 平成23～27年度の5年間で空戸
・発生宿舎の処分及び自前宿舎から

借上宿舎べの移行を計画的に推進。

新計画に盛り込む

《具体的な効果≫

○ 売却の迅速化・効率化

○ 資産のスリム化

10



(単位 :億円)

注1上記は、全会計の資産 (現預金口資産)の合計である。(円滑導入勘定の現金310億円は、
翌年度事業の基金 (ファンド)であるため除外した。)

注2現預金519億円のうち、積立金が456億円、未払金等が63億円。積立金のうちでは、
退職給付引当預金が過半 (255億円)。

注3土地・建物の事務所:宿舎別内訳
(単位 :億 円)

<平成20年度決纂>11



○ 現有の遊休不動産は、 13支部の 16物件。

○ 今後、売却の迅速・効率化を図るため、売却を支部から本部へ移管

する方針。    .
|

I・

○ 宿舎の確保は、職員を全国的に異動させる人事政策上、必要不可欠。

○ かつて、レセプト取扱件数の増加に伴う職員定員の増加に対応する

ため、当時の民間賃貸事情にかんがみ、自前宿舎を計画的に整備。

○ 近年、職員定員が削減される中で、宿舎によつては、空戸が発生。

O今 後、宿舎の利用率の推移、コストの多寡等を踏まえ、処分の対象とすべき

空戸発生宿舎及び借上宿舎に移行すべき自前宿舎を選定し、平成23～ 27

年度の5年間で空戸発生宿舎の処分及び自前宿舎から借上自舎らの移行を

計画的に推進する方針。



1審査の充実
2業務効率化・コスト削減 等

4.事務・事業の改革

≪具体的な見直しの内容≫

○ :積立金の取崩し  ~
口施設及び設備準備積立金の積立の凍結
・ 平成24年度までに別途積立金(20年度末 :1

69億円)の金額の取崩し
○ 手数料の見直し

‐   i
「 手数料水準の引下げ
‐r手数料体系の検討

○ ,役員の公募
・平成22年色口9月 の役員改選時に役員を公募。ヽ

≪見直しによる具体的な改革効果≫

○ 険者の財政負担の軽減

○ 人事の公正性・透明性の確保

13

ハ

γ

○ 審査の充実
・ システムチエックの拡充(突合・縦覧審査等)

・ 支部間差異の解消(統計的デ〒夕を活用した
実績の評価等), ■

○ 保険者の再審査請求に係る事務処理負担
の軽減
*突合・縦覧審査で少なくとも54億円
(20年度審査実績)の査定効果

○ 審査.の信頼性の向上    ‐

○ システムの見直し
,平成24年度を目途に機器更新

○ より高度な
「

の導入による審査の更なる
充実・効率化         :
oシステム経費の適正化



件数

請求件数 (A)   5億 8,288万件
(1か月当たり 41857万件)

査定件数(B)~ 494.2万件
(1か月当たり 41.2万件)

査定件数率 ((B)/(A)X100)0.848%

注1)返戻分を除く。           ―

注2)国民健康保険団体連合会については、平成20年 4月 ～平成21年 3月 審査分。

(出典)「審査支払機関の在り方に関する検討会」第1回資料3。
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○ 請求者と同業のシ ロフ土ッショナルである医師・歯科医師
によって構成される審査委員会の審査は、それ自体で保険診療
ルールに適合しない請求の発生を抑止する効果。

○ 加えて、審査委員会は、適正なレセプトが提出されるように

努力。このような「査定」にとどまらない数量化不可能な
審査委員会の役割を考慮すると、業務に要する費用と査定の

多寡を単純に論ずることは適切ではない。

0 ピア レビュニである審査委員会の審査は、専門的知識に
基づく判断であり、仮に査定率に応じて手数料を設定したとし
ても、各支部における査定率の向上に対するインセンティブと
なり得ない。

15



○ 平成20年 10月 に支払基金での受け付けた電子レセプトの割合が全体の5割を突破51.2%)

○ 平成21年 12月 には、`電子レセプト請求の割合が全体のフ割を突破 (71.20/o)

【同月ミ医科 (診療所口病院)の電子レセプトの割合も7割を突破(70.3%)】 普及率
100

平成20年
4月 請求分

平成20年
10月 請求分

平成22年
2月 請求分

オンライン8.5%

ンライン 12.8%

16



01‐レセ|プドの1‐琴とん|どが電■レセプトになれば、紙レセプト
|の審‐査についてあ|つた様々な制約から脱却。

○ レセプトの電子化によって、全ての電子レセプトについて、

少なくともシステムチェックが可能。これまで目視であつた

ためにできなかった、本来の姿である壁 レセプトの
が 可 能 。

○ 全ての電子レセプトについてシステムチェックを行うこと

を基本とし、人による審査は「人でなければできない審査」

に限定すべき。
17



(1)コンピュ∵タチェックの拡充
・傷病名と医薬品の適応等のチエック      i
・傷病名と医薬品の禁忌等のチエック |―
口傷病名と診療行為(処置・手術・検査)の適応等のチェラク
・歯科における部位(歯式)を特定したチェック
ロ傷病名と特定保険医療材料の適応等のチェック

平成22年 2月 実施済

平成22年 10月

平成22年 10月

平成22年 10月 :

平成24年 4月

(2)未コード化傷病名の傷病名コニドヘの変換 平成22年 2月 実施済

(3)突合・縦覧審査機能の開発 平成23年 4月

(4)原審査の履歴情報のレセプトヘの付加 平成22年 7月
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何)レセプト電子デニタ提供

・紙レセプトの画像及びテキストデータのみを希望する保険者への対応

,組合本部及び支部のデータを組合本部ヘー括して提供
,

平成22年4月 実施済

平成22年4月 実施済

(2)レセプトのォンラインによる請求
・パソコンの基本ソフト等 (Windows7、 MacOS、 lЁ 8)の追加対応

'

・医療機関・薬局への振込額明細デニタの配信 |

・公費負担医療実施機関へのオンライン請求の開始    |
1保険者への請求関係帳票デT夕の配信 ‐

平成22年3月 実施済

平成22年 6月

平成22年 7月

平成22年 8月

(1)保険者及び医療機関等からの再審査等請求の電子化対応 ノ平成22年 7月

(21機器更新等
・現行機器の老朽化に対し、最新のlT技術を導入し、効率的かつ
合理的なシステムを構築       ■  ■    |
・大規模災害が発生した場合であつてもt事業継続:復旧を迅速に
行うため、デTタセンター及び支部のバツクアップシステムを構築

平成24年度



(1)審査委員会へ繰り返し上程できる機能 平成22年 7月

(2)重点審査を実施するレセプトを設定する機能の充実 平成22年 10月

(3)審査委員会相互の連携システム(他支部の審査委員への照会機能) 平成23年 4月

(4)電子レセプトに即した審査画面の再構築 平成23年 4月

(1)平成22年度診療報酬改定への対応

「電子点数表の構築

・基本マスタのメンテナンス     |
・記録条件仕様、標準仕様及び受入システムのメンテナンス

平成22年3月実施済

平成22年3月 実施済

平成22年 5月

(2)診療行為及び傷病名等によリレセプトを診療科別に分類する機能 平成22年 5月

20



○ チェック対象医薬品数 1926品 目(電子レセプト請求用の医薬品コード(19,412品 目)の 4.8%を対象)
:

―   |

○ チ土ック項目:医薬品に対する適応病名の有無、投与量・投与日数の適否(一定基準との比較)

|   ●

〇 チェック対象レセプト:医科レセプト及びDPёの出来高分レセプト

03月 処理の状況 【総括】|                        ´

区分 件数 医薬品数

3月 に受付けた電子レセィト(医科+DPC出 来高分)
①

29,023,331{牛
0
延33,361,358品 目

チェック対象医薬品の請求を含むレセプト ③
2,665,9941牛 延3,878,874品 目

3月 にチェックした医薬品のシェア (③/① )

9. 2%
(④/② )

■
１

■
１ 6%

チェックによって疑義付せんが付いた医薬品
:

⑤
延257,855品 目

(⑤/④ )

6. 6%

審査の結果査定になつた医薬品
! 延15,308品 目

(0/0'
0.4%

(⑥/⑤ )

5.9%

審査の結果返戻になったしセプト 3,0481牛
(0/0)

0.1%
(0/⑤ )

1.2%

※パーセンテージの端数は、全て小数点未満第2位を四捨五入した。
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① 新たな支部間差異を発生させないこと。

② 従来からある支部間差異についてはできるだけ

優先順位を定めて解消を図ること。

③ 支部間差異の問題は保険者から提起されることが

多いことから、保険者からの指摘された事項について

検討し、対応する体制を整備すること。   ,
④ 支部門差異の解消には1スピ■ド感を持つて取り組む

こと。

22



① 全国の審査委員会が情報を共有して協議を行う体制を

確立し、支部間で相談・協議を行う体制を、全国で、又は

全国をい<つかに分けたブロックごとに実施していく必要。

② 新たな支部間差異を発生させないため、

保険診療ルァルについての解釈の疑義が生じた場合、

早期に疑義解釈に回答を出す体制を確立すべき。

23



③ 厚生労働省の回答が出るまでの間、本部において

暫定的な見解を示すべきであり、そのために必要な

体制を構築すべき。

④ 学会のガイドラインと保険診療ルールの整合性に

ついても厚生労働省とも協議しつつ、本部において '

その調整の仕組みを作るべき。  ‐

⑤ 本部において専門家のワTキンググル■プを設置し、

頻度を多く開催し、審査基準を示すことにより全国で

整合性のある答えを導き出すことが必要。

24



⑥ 支部門差異の実態調査を進めるべき。

⑦ 支部職員の審査事務能力の平準化を図るため、

研修の強化
=職

員が他支部において審査事務を行う

支部実践研修の実施、審査事務の低調な支部に対して

,本部からの支援 :指導を行う等の対策を強化。 
‐

③ 電子レセプトについては、審査に関する統計データ

が多く得られることから、このデータを活用して

審査委員及び職員の審査、審査事務について検証

すべき。

25



○

○

ェる充実・効率化を図るため、
1

平成24年度を目途にシステムの機器更新を実施し、よリー層

)整備を進める方針。

菫正化を図るためt新規の

システムの開発等については、一般競争入札で業者を選定

するとともに、随意契約によらざるを得ない既存のシステムの

改修等については、外部機関によるシステム監査を実施する

方針。              ・       |
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平成21年度

868億円
▲21億円

(▲ 214%)

▲19億円

(▲4.3%)

+13億円

(+4口 60/o)

116憾間

(▲53.3%)
・ 施設及び設備準備積立金への

積率を1岬 ▲16炉円  27

平成22年度

847億円

審査委員会費
114億円

業務経費
297億円

役員会費覇憂暮豪積立金口予備費



システム関連経費
129億円

平成21年度
284億円・

T般業務経費
187億円

電子データ提供経費
27億円

消費税 29億円

+13億円

(+4160/o)

+25億円

(+13.40/0)

▲6億円(▲ 22.2%)

▲4億円(▲ 9.8%)

平成22年度
297億円

システム関連経費
156億円

その他経常経費
56億円

ｒ

リ

Ｉ

Ｌ

費経常

円

経

億

一
他

５８

の
　
　
′

そ

■般業務経費
212億円

電子データ提供経費 21億円

消費税 27億円

Ｔ
Ｌ
ｆ
Ｊ

▲2億円(▲ 6.9%)
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平成21年度
187億円

●システム関連経費 :128.7億 円

+25億円
:

(+13.40/o)

+28.7億円

(+74.5%)

+6.3億円

,(+9,8%)

▲73億円

(▲ 28.3%)

▲2:2億円

(▲ 3r8%)

平成22年度
212億円

●システム関連経費 1156.4億円
(+27.7億 円 +21.5%)

・電子レセプト関連開発経費
48.6億円(+21.1億 円)

・システム基盤整備経費 13.2億 円(+5,7億 円)

,請求支払計算システム等改修経費
5,4億 円(+1,9億 円)

・機器使用料 33,8億円(+0.8億円)

・保守ヨ運用経費 22.1億円(+6.8億 円)

・計算センター経費 14.8億 円(▲ 1.3億 円)

・紙レセ減少によるアウトソーシングの減
(▲ 7.3億円)

・通信費 8.5億円
口事務用備品・消耗品費 5.7億 円
・水道光熱費 6.6億円
・建物賃借料 7.2億円

〔會::堂骨を11暫郵
億円

〕

|

口事務所等維持管理費 7.2億 円
・公租公課 2.8億円  など

{

その他経常経費
55.8億円



単位:円

1191.0

117.0

115.0'

113.0

111.0

109.0

107.0

105.0

平成13年度 平成14年度 平成15年 度 平口16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年 度 平成21年 度 平成22年 度

118.2

ピニク時の平成可3年度と

比較すると、10年間で14.2円

(_120/o)の引下げを実現。

審査・支払分
(紙請求分)

14`2 114.2     114.2

113.2 112.2

電子媒体請求促進分

112.0 t LzH

108.5

オンライン請求促進分
104.0

103.0



○ 電子レセプトに関する平均の事務費単価について、「原則完全オンライン化の段階

における手数料適正化の見通し」(平成20年 3月 )で見込んだ平成23年度の水準を

1年前倒しで達成:  |

○「サニビスの向上と業務効率化のための新たな計画」においては、業務に係る
'

コストの削減目標に向けた財政見通し及び手数料単価の見込みを盛り込む方針。

01平成23年度以降の手数料については、その体系も含め、「サTビスの向上と
業務効率化このための新たな計画」の内容等を踏まえて検討する方針。

・
■

.

31

医科甲歯科分 調剤分

オンライン請求促進分
1104円

00銭 47円 00銭

電子媒体請求促進分 108円20銭 51円 20銭

審査支払分 (紙請求) 114円 20銭 57円 20銭



(平成22年 3月 31日 現在 )

代表区分 氏名 現職

理

事

保

険

者

高橋 直人 全国健康保険協会理事

赤塚 1俊昭 デンソー健康保険組合常務理事

杉 俊夫 三菱健康保険組合理事長

峯村 栄 司 共済組合連盟常務理事

被
保
険
者

島田 尚信 UIゼンセン同盟書記長

藤井 ― 也 日本私鉄労働組合総連合会書記長

黒 田 正和 日本化学エネルギー産業労働組合連合会副会長

篠原 淳子 日本労働組合総連合会総合政策局生活福祉局長

誓顧
竹嶋 康弘 日本医師会副会長

藤原 淳 日本医師会常任理事

原中 勝征 茨城県医師会長

近藤 勝洪 : 日本歯科医師会副会長

公

益

中村 秀― 社会保険診療報酬支払基金理事長

足利 聖治 社会保険診療報酬支払基金専務理事

中島 正 治 社会保険診療報酬支払基金理事

山崎 英昭

監

事

保 高田 清彦 中国電力健康保険組合常務理事

被 高橋 健ニ 全日本海員組合中央執行委員

診 油谷 桂朗 京都府医師会顧間

公 中山 和之 社会保険診療報酬支払基金監事



・支出総額 :873億円
平成20年度二般会計決算

施設費、積立金、

役員会費

審査委員会費

O 業務経費

○ 退職給付引当預金
への繰入

0¨ 給与諸費

○システム関連経費 :153億円
・維持管理費
・開発等経費
・委託経費       

｀

Oその他経常経費 : 55億円
・通信費
・事務所維持管理費 ^

=水道光熱費 等
O消 費 税 :

0福利厚生費 :

円

円

億

億

０

７

う
０

(支払基金試算)

ラスパイレス指数 :106.9

84億円0.6%)

245億 円
(28.1%)
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審査関係事務
69.88円

請求・支払関係事務
52.45円

122.33円

審査委員会費
18.03円

審査委員会費
18.03円

業務経費等
14.51円

業務経費等
17.36円

業務経費等
18.47円

34



規制改革関係会議によるこれまでの指摘

○規制改革推進のための 3か年計画 【抜粋】

平成 19年 6月 22日 閣議決定・

○規制改革会議・中間とりまとめ概要 【抜粋】

〇規制改革推進のための 3か年計画 (改定)

平成 20年 7月 2日 規制改革会議 e… 6

○規制改革推進のための第 3次答申概要 【抜粋】

平成 20年 12月 22日 規帝1改革会議・・10

第2回 参考資料2

● ● ● ●
1

【抜粋】

・ 。 ・・17平成 20年 3月 25日 閣議決定・

○規制改革推進のための 3か年計画 (再改定)【抜粋】

平成 21年 3月 31日 閣議決定・ 。・・29



規制改革推進のための 3か年計画

【抜粋】

:   .平 成 1ヽ9年 6月 22日  ■

閣■ 議  決  定



7 医療分野  l ´

(1)医療の lT化

① レセプトのオンライン請求化の期限内完全実施 【平成 20年度から順次義務化、

平成23年度当初から原則完全オンライン化】     ~       ‐`

レセプトオンライン請求化に関して,ま、平成 18年の厚生労働省令により、平成
20年度から1贋次義務化され、平成 23年度以降、原則全ての医療機関。薬局に関し

て、義務化されることが規定されている。この省令について厚生労働省は、(i)オ
ンライン請求化の期限が努力目標ではなく義務であること。(五 )義務化において現

行以上の例外規定を設けないこと。(面 )義務化の期限以降、オンライシ以外の手法

による請求に対して診療報酬が支払われないこと。以上三点を、再度、医療機関・

薬局に周知徹底する。(Ⅲ医療イCh)

② レセプトのオンライン請求化の促進 【平成 19年度結論】
レセプトオンライン請求化は、今後進めるべき医療のIT化の試金石となる。

,したがって、出来得る限り早期に実行することが肝要であり、そのためには医療

機関のオンライン請求化を促す仕組み、すなわち、医療機関へのインセンティブ施

策を検討する。

そのインセンティブとしてはォンライン請求されたレセプトに関して、医療行為

発生後最長約 3ヶ月間かかつている診療報酬の茸払までの期間を短縮することがま

ず挙げられる。ただし、そのためには、保険料の徴収から診療報酬の支払いまでの

資金フローを見直すなどの、保険者側の協力が前提となる。また、現在実施してい

る診療報酬点数における加算について、オンライン請求の、より効果的インセンテ

ィブとなるような見直しを実施することを考えてもよい。レセプトオンライン請求

化は、合理化を通じた経費節減や、患者 。消費者本位のデータ利用促進などに繋が

り、これらは明ら力ヽこ被保険者にメリットをもたらすのであるから、診療報酬にお

いてそれを考慮すべきであると考える。但し、こうした加算は“電算イビ ではなく
, “オンライン化"のインセンテイブとすべきであるし、オンライン化が義務化され

るまでの措置であるべきだとも考える。

また、医療機関において、オンライン化IF適合した請求システムが円滑に導入さ

れるよう、請求システムの標準化、互換性、セキ三リティの確保等の環境整備を図

る。

保険者についても、例えば支払基金に関しては、今年の4月 からレセプトを電子

データの形態で受け取る場合、支払う手数料が1円引き下げられたが、保険者にお

０
こ



けるオンライン化の推進の観点から、厚生労働省は審査支払機関に対し、オジライ

ンを導入した保険者と導入しない保険者間の手数料の差を拡大させることについて

も併せて検討させる。 (Ⅲ医療イCb)

③ オンライン請求に対応した電子点数表の完成と電子化に対応した点数計算のロ

ジックの整理 【平成 20年度点数表を完成、平成 23年度までにロジックの整備】

レセプ トのオンライン請求の基礎となる電子点数表について、平成 20年度診療報

酬改定に合わせ早期に完成させるとともに、将来的にはオンラインを利用した、迅

、速かつ適正な審査が実施できるよう、電子化をにらみつつ、引き続き点数計算ロジ

ックをより明確にする。なお、電子点数表の作成に当たっては、出来得る限り簡素

化し、いつでも、また誰でも、そしてそのままの状態で利用可能なものとする。ま

た電子点数表作成に際しては、病院、保険者、支払基金、国保連それぞれのシステ

ム開発を担う民間と協力して進める。 (Ⅲ医療工0)

④ レセプトデータめ収集・蓄積体制め構築 【平成19年度中に結論・平成20年度か

ら鑓 】                  .
レセプトデータについては、多くの医療情報が含まれる貴重なデータであり、こ

のデータを収集・蓄積し、分析することは、統計学的・疫学的なデータに基づいた

質の高い医療を研究し実践する上で非常に有益であると考える。この観点より、レ

セプ トオンライン請求化に合わせ、平成 20年度末までにレセプ トデニタの収集 :分

析体制を構築し、平成23年度以降は全国のレセプトデータを収集・蓄積・活浦でき
:る体制を構築、運用する。(Ⅲ医療イCh)   |

⑤ 医療データの利用ルールの確立 【平成 19年度中に結論、平成20年度から措置】
レセプトオンライン請求化による診療情報の収集・蓄積1劫口え、平成 20年度から

特定健康診査の実施により、健康情報についても収集・蓄積されることになるが、

これらの収集・蓄積された膨大な診療 健ヽ康情報を相互に関連づけるほか、必要に

応じて分析上有用な他のデータベースとリンクさせることによ
.り

、データウエアハ

ウス化 (DWH)が可能となる。   ・   ｀ :
このデ=タ ウエアハウスについては、例えば統計法などの取り扱いを参考にしつ

つ、その恣意的なわl用 を防ぐとともに、国の独占利用を排除し、民間、の開放を前

提とした利用ルールを確立し、国民の健康の増進に資する幅広い分野での利用を図

る:(Ⅲ医療イ④b)

⑥ 医療機関が診療情報を電子的に外部に出す場合の標準の制度化 【平成 19年度中



に響勇滞】                                     ・

病院・診療所間の医師の偏在などが危惧される中、病院・診療所の役割分担をよ

り明確にし、医療機関間における高度な医療連携を進める必要がある。こうした連

携を行う上では、医療機関間における診療情報の共有化が必須条件となるが、医療

機関が所有する電子カルテなどの診療情報について医療機関ごとにその様式が異な

る、などといったことが情報共有化の障害となっている。

したがうて、医療機関が他の医療機関など外部に提供する電子的診療情報につい

ては、世界的に普及しているデータ交換規約に様式を統一することを制度化する。

また標準化された電子的診療情報ヤま、患者個人の所有物であるとの原則の下、当該

情報について患者個人が自由に管理、あるいは外部組織に保存を委託し、疾病管理

に利用するなどその環境整備についても早急に検討を進める。(Ⅲ医療イCた)

⑦ 医薬品・医療材料への標準コムド付与の整備推進 【平成19年度中に結論・:罰藝

医薬品 。医療材料tご標準コードを付与することは、メーカーから医療機関までの

流通管理を精級化し、物流の効率化、医療事務コストの削減につながるとともにt

医療機関において体制整備が進めば医薬品の取り違えによる医療事故の防止や、 ト
レーサビリティの確保により、医療安全の向上に寄与するものと考え.られる。
この標準コード付与については、医薬品において、既に通知が出され、平成 20

年 9月 までに標準コ■ドの整備が図られる予定である。下方、医療材料においては、

生産・流通業者の任意に委ねられているため、標準コードを付与する業者t付与し

なぃ業者が混在しており、その効果が十分に発揮されているとは言い難い状況にあ
: る。.したがって、医療材料においても、通知を発出し、標準コード付与の整備を図

り、その効果の拡大を図る。(Ⅲ医療イC》      ■

(2)レセプトの審査 ‐支払に係るシステムの見直し

① 支払基金の業務効率化【平成19年末までに業務効率化計画を作成、平成19年度
末までに手数料適正化の見通しを作成】

現在、健康保険などの槻 者保険に係るレセプ トの審査・支払業務については、

支払基金にて実施しており、
・
医療機関に対しレセプ トオンライン請求の前提となる

.電
子レセプ トの普及促進を働きかけてきたが、年間約 8億件にものぼる膨大なレセ

プ トは、電子レセプトが3分の 1を 占めるものの、いまだ多くがオンライン化され

ておらず、また、3分の 2をいまだ紙バースで処理しているため、多くの人手が必

要となり、結果として高コ不 卜な業務となつている。しかしながら、今後はレセプ

トオンライン請求の義務化に伴い、支払基金が行つている業務のうち、審査 0支払

4



業務などについては、効率化できる。

また、レセプ トオンライン請求の進展により、単純な計算ミスやル■ル逸脱など

明らかに保険請求としては不適切な内容を記載したレセプ トは、システムを通る過 .

程で自動的に誤りが指摘されるなどの対応がなされるようになる。一方、システム

ロジックだけでは簡単に対応ができないような、より高度な医学的判断を必要とす

る審査については、重点的に審査されるづきレセプ トとそうでないレセプ トを区分

することにより、メリハリをつけた審査を行う。               1・
したがつて、厚生労働省は支払基金に対し、オンライン化の進展に合わせて、こ

うした審査のあり方を含む業務フローの抜本的な見直しを前提とした業務効率化計

画 (400床以上の病院のレセプ トオンライン請求化が義務化される平成 20年度から、

原則完全オンライン化が実現する平成 23年度までの年度ごとの数値目標を含む工

程表など)の作成を促し、この計画に基づく審査・支払業務に係る手数料の算出根

拠を明ら力ヽ こし、手数料適正化の数値日標を明示させる。尚、こうした業務効率化

計画及び手数料適正化の見通しについては、広く国民の知るところとなるよう、具

体的且つ分かり易くホニムページなどで公表させる。 (Ⅲ医療ウ③

② 審査支払機関間における受話競争の促進 【平成 19年度末までに結論】 _

審査 ご支払業務のオンライン化による効率化は、国民が負担する医療保険事務費

用を大いに軽減させるという点で極めて重要であり、その確実な遂行のためには審

査支払機関間において競争原理を導入することが必須条件である:規制改革・民間

開放推進会議から、1審査・支払業務の受託競争環境を整備する施策として(健康保

険の保険者及び国民健康保険の保険者が支払基金・各都道府県国保連のいずれに対

しても審査・支払を委託できる仕組みとするとの提言がなされ、平成 19年度から実

現化されたところである。                ´

′ 今後翼なる受託競争の促進による審査・支払業務の効率化を図るため、厚生労働

省は、保険者が他の都道府県の国保連を含むいずれの審査支払機関にも、医療機関

側が十分な準備ができる期間を置いた上で、審査・支払を委託することができる旨、

周知徹底する。また審査支払機関の公正な章託競争環境を整備するためには、各審

査支払機関における手数料、審査取扱い件数ゃ再審査率、審査・支払部門のコスト

を示す財務情報など、一定の情報については公開させるとともにて支払基金と各都

道府県国保連の審査・支払部門のコストが比較できるよう、それらを示す財務情報

を公開する際の統一的なルールを設定する。        、

あわせて、保険者 :審査支払機関間の契約モデルの提示、保険者が指定した審査

支払機関にレセプトが請求されるようなインフラの整備、診療報酬点数表等に基づ

いたレセプトを照合する等の審査ロジックの公開、紛争処理のあり方の見直しを行

うし(Ⅲ医療ウ③)

Ｅ
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｀
① 医療の IT化の推進

ア IT化の推進!ヒよる質め医療へめ転換
レセプトオンライン請求化により収集・蓄積される診療情報に加え、今年度か  :

ら特定健康診査が実施されることで、健康情報についても収集・蓄積が進むこ

とになる。今後はレセプ ト様式の見直し (傷病名とそれに対応する医療行為の

リンク付け)を行うべきであるもこれらの情報を分析・活用することは、「標準

的な医療」の確立に資すると考えるたゅである。この「標準的な医療」を患者   `
それぞれの症状に応じて実施することにより、医療機関間・地域間での格差の

少ない、質の高い医療を供給することが可能となる。



.従
って、これらの医療情報・健康情報を収集・蓄積する体制を早急に整備する

とともに、個人情報の保護に十分な対策を行つた上で、これらの情報を広範囲

に活用できる仕組みについても、あわせて構築するべきである。

また、医療機関において蓄積された医療情報を共有化し、効率的かつ質の高い

医療提供体制を構築するため、診療記録等の医療分野における電子化された情

報については、外部保存を行うことができる環境整備を進めていくべきである。

さらに、暖 準的な医療」の確立と並行し(医療費の支払方式についても、現

在の出来高払いを中心とする方式から DRCPPS(診断群別定額払い)を中心とす

る方式への切替えを進め、より質の高い医療が幅広く実施されるようにするベ

きである。加えて、医療の質を更に向上させるために、治療成績の良好な医師・

医療機関を診療報酬においても優遇するといった、質に基づく支払 (Pay For

Performance)の導入についても検討を実施し、必要な措置を講じるべきである。

イ ET化の推進による支払基金の業務効率化、保険者機能の強化

「規制改革のための第 1次答申」(平成 19年 5月 3Q日 )においては、平成 23

年度のレセプトオンライン請求の義務化を踏まえ、健康保険などの被用者保険

に係るレセプ トの審査・支払業務を実施している社

…

報酬支払基金 (以

下、支払基金)の業務効率化について提言し、閣議決定をしたところである。

それを踏まえ、支払基金は平成 19年 12月 に「レセプ トォンライン化に対応

したサービスの向上と業務効率化のための計画」、平成120年 3月 に「原則完全

オンライン化の段階における手数料適正化の見通し」を作成したものの、当会

議が業務効率化に当たちて要求した「審査のあり方を含む業務フローの抜本的
な見直し」が全くなされていない。手数料の引下げ幅も極めて小幅であり、更

に、「審査の質の向■」、「新たな審査サ∵ビスの提供」をうたってはいるが、そ

れぞれに要する費用とその効果が明示されていないなど、論外な内容となつて

いる。(図表 1-(1)一②)

当会議が考える「抜本的な見直し」とは、オンライン請求化により審査・支

払業務がほとんど自動化され、支払基金の機能は保険者・医療機関間の紛争解

決に特化されることであり、その結果として、審査 ,支払の委託手数料を現行

の数分の1程度に引き下げるものである。

従つて、厚生労働省及び支払基金は、「第1次答申」。「第2次答申]の趣旨を_

踏まえ、電子点数表 。点数計算ロジックの整備、レセプト様式の見直しを着実

に進めるなど、審査の自動化を促進するための対策を検討し,その対策を織り

込むなど、業務効率化計画及び手数料適正化の見通しについて、早急に抜本的

な修正を行い、業務内容ごとの費用対効果を明確化した上で、それを一般に公

０
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表すべきである。

支払基金は民間法人でありながら、その理事長に長年、厚生労働省 (社会保

険庁)関係者が就任しているばかりか、現在の支払基金の常勤理事 。監事の多

くを厚生労働省関係者が占めるという不自然な状態が存在する。支払基金の業

務効率化を図る上では、民間における法人経営に関する知見が必須であること

から、現在の理事長、常勤理事・幹事の選出要件についても、至急見直しを実

施すべきである。

また、レセプトの審査・支払については、本来、保険料を負担している保険

者が主体的に実施する,べき業務であるところ、支払基金に業務委託を行ってい

るものであるが、オンライン請求化により審査・支払業務の自転ヒが進展した

場合には、保険者自身が審査・支払業務を行うことが容易となることが想定さ

れる。

従ちて、保険者がその本来の機能を発揮するためにも、オンライン請求化の

進展にあわせ(現在保険者がレセプトの直接審査を実坤する上で障害挙なつて

いる医師の事前合意などの要件につぃて、その廃止に向けた措置を講じるべき

である。        、

図表1-(1)一② 支払庭金の手数料削減見通し

平成 23年度 平成 19年度 較差

医科・歯科レセプト 106円程度 114.2円 ▲8日程度

調剤レセプト 49「l魂劉責 57.2円 ▲8円程度

平均 88円程度 97.5円 ▲10円程度

(備考)社会保険診療報酬支払基金「手数料適正化の見通し (平成 20年 3月 )」 による。

ｎ
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【問題意識】

イ IT化の推進による支払基金の業務効率化、保険者機能の強化

(ア)社会保険診療報酬支払基金の業務効率化等

本項においては、当会議の社会保険診療報Jll支払基金 (以下、支払基金)に
関する問題意識を述べることとする6

後に述べる支払基金の問題点については、その解決に向け取 り組むことにつ

いて合意を得るべく厚生労働省の担当部局と折衝をおこなってきたものであ

るが、残念ながらそれは叶わなかった。しかし、支払基金の業務効率化及び保

険者機能の強化が必要であるとの当会議の認識にいささかも変わりはなしヽ む

しヽろ、レセプトオンライン請求の義務化が閣議決定されている平成 23年度ま
.  でに残された時間が刻―刻と少なくなっているにもかかわらず、厚生労働省は

支払基金を指導する姿勢を一向に見せず、焦燥の念を強めるばかりである。
他方、支払基金を取 り巻く環境に多少の動きも出始めている。本件が前進を

見せない一方で、レセプ ト様式の見直し等、医療の IT化|よ 関係者がその危

機感を共有するに至り、徐々にではあるが進み始めているのである。支払基金

: の業務効率化についても具体的進展が見られるよう、当会議は引き続き訴えて

いく所存である。

以下、支払基金に対する当会議の問題意識である。

支払基金は、健康保険などの被用者保険に係るレセプ トの審査・支払業務を、

過去特殊法人の時代から事実上ほぼ独占的に実施している。5,300人の職員に

より約 800億円の費用をかけてこの業務を実施しているが (平成 19年現在)、

この費用は健康保険組合からの審査・支払手数料てつまり患者が負担する保険

料等からなっており、国民負担の上に成り立っている法人といえる。

この支払基金については、「規制改革推進のための第1次答申」(平成 19年
5月 30日 )において、レセプトオンライン請求の義務化を踏まえ、これまで

人手を頼つて実施していた業務のあり方を抜本的に見直すことにより、審査・

支払業務の迅速化や審査の精緻化・公平性の担保とともに業務効率化に大きな

進展が期待されることから、その在り方について提言し、閣議決定がされたと

ころである。

これを踏まえ、支払基金は平成19年 12月 に「レセプトォンライン化に対応

したサービスの向上と業務効率化のための計画」、20年 3月 に「原則完全オン

ラインfヒの段階における手数料適正化の見通し」
｀
を作成したものの、当会議が

業務効率化に当たつて要求した「審査のあり方を含む業務フローめ抜本的な見



直し」は全くなされていない。19年度から23年度にがけての4年間の人員効

率化は自然減の 5∞ 人にとどまり、人件費を含む削減額は限定的 (平成 19年

度 785億円から23年度 730億円に、55億円の削減)である。その結果として

の手数料引下げ層も極めて小幅 (医科歯科レセプ トは平成 19年度 114.2円、

調剤レセプ トは同 57.2円から、23年度にかけてそれぞれ 8円程度31き 下ljD

にとどまつている。さらに、「審査の質の向上」、「新たな審査サービスの提供」

がうたわれてはいるが、それぞれに要する費用とその効果が トータル額のみの

明示にとどまりその内訳が明示されていないなど、全く不十分な内容となつて

いる。

当会議が考える「抜本的な見直し」とは、オンライン請求化により職員によ

る審査・支払業務がほとんど自動化され、医師による専門的な審査に重点を置

いた上で、支払基金の機能は保険者 。医療機関間の紛争解決に特化されること

であり、その結果として、審査 。支払の委託手数料を現行の数分の 1程度に引

き下げるものである。国家戦略として医療の IT化を推し進めてきた韓国の審

査支払機関では、日本の 8割弱の件数のレセプ トに、支払基金の 3割弱の約

1,500人の人員で対応しており、制度の違いから一概に単純比較できないもの

の、韓国の取組も参考にした徹底的な効率化が求められる。       
・

厚生労働省は、支払基金について、その効率化の必要性を否定しているわけ

ではないが、民間法人であるため積極的に指導する立場にないと一貫して主張

している。一方で、その支払基金は、理事長をはじめとした運営責任者の多く

を厚生労働省関係者が占めているにもかかわらず、改革当事者としての意識が

極めて希薄なであり、そのことは、前述の経緯で提出された、具体性を欠き情

緒的記述に浴れた合理化案を見れば明らかである。事態は急を要する。高齢化

の進展や、医療技術の進歩による医療費の増大lま避けられず、今年度に入つて

は、財政悪化を理由とした健康保険組合の解散が相次ぃでいる。健康保険組合

連合会によると、平成 19年度には赤字組合の割合が4割強であったが、20年

度においては高齢者医療制度の創設に伴う拠出金の負担もあり(その割合が9

割に達するとの見込みもある。各健康保険組合の効率化努力を上回つて財政悪

化が進んでおり、今後保険料改定による組合員の負担増加が大いに懸念される。

このような状況から、国民負担で成り立つ支払基金の業務効率化は喫緊の課題

であり、国民の大きな関心事になりつつある。そもそも、上述の通 り:保険者

等は支払基金に年間約 800億円の手数料を支払うているがごその審査による診

療報酬の削減効果は約 300億円に過ぎない。これらを踏まえ、あらためて抜本

的な業務効率化に取り組むことは、支払基金の責務である。そして、健康保険

行政を管轄する厚生労働省もその責を負うものであり、民間法人固有の問題と

０
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片付けてよいはずがない。

平成 23年度のレセプ トオンライン請求の義務化に向け、システム整備のた

めに官民ともに既に多大な費用が投入されており、これからもこの費用負担は

継続する。支払基金の業務効率化は、このレセプ トオンライン化の効果を最大

限発揮する為の試金石ともいえるものである。効率化の対象は多岐に亘る。

例えば、支払基金の事務所は、社会保険診療報酬支払基金法 (昭和 23年法

律第 129号)第 3条 (「基金は、主たる事務所を東京都に、従たる事務所を各

都道府県に置く。」)に基づき、すべての都道府県にその支部が設置されている

が、その設置基準は半世紀以上も前に設けられたものであり、オンライン化を

想定したものではない。電子化に伴い、データ処理の集約化及び業務処理の効

率化を見込むのは当然であり、現在のように各都道府県に支部が設定されてい

る状況は根本から見直すべきであると考える。

このことは、現在、支払基金の審査による都道府県ごとの査定率を比較した

場合に相当な格差が生じている実態からも、必要な措置であることは明らかで

ある。厚生労働省は、支払基金の審査内容や査定基準について都道府県間で差

異が生じている場合には、適切な審査が行われるよう必要に応じて指導を行つ

ているとしている。また、支払基金においては、適宜支部に対して基準となる

対応を示して審査上の取扱いの周知徹底を図るとともに、「審査に関する支部

間差違解消のための検討委員会」や「審査情報提供検討委員会」を設置するな

ど、支部間の差違を解消するための取組も積極的に行つているとしている。し

かし、実態は都道府県の間で 30倍以上の格差が生じており、現行の格差是正

の仕組みが機能しているとは到底いえない。審査のシステム化や(支払基金の

組織 ?審査委員会の統合により、適正かつ厳正な審査が徹底されることが強く

求められる。

以上の問題意識を踏まえ、次の項目について早急に取り組むべきであると考

える6

。 支払基金の業務効率化を踏まえた、新たな「業務効率化計画』及び「手数

料適正化の見通し」の作成

厚生労働省及び支払基金は、「規制改革推進のための第 1次答申」及び「規

制改革推進のための第 2次答申」 (平成 19年 12月 25日 )の趣旨を踏まえ、

電子点数表 0点数計算ロジックの整備、レセプ ト様式の見直しを着実に進め

るなど、審査の自動化を促進するための対策を検討し、その対策を織り込む

など、「業務効率化計画」及び「手数料適正化の見通し」について、早急に抜

本的な修正を行い(業務内容ごとの費用対効果を明確化した上で、それを一

●
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般に公表すべきである。

b 支払基金の事務所設置の見直し

支払基金の都道府県支部においては、これまでレセプト審査に加えて、各

地域の医療機関に対する保険診療ルール遵守の指導を通じてその定着を図る

役割を担ってきたことは理解するが、このことは、全都道府県に事務所が必

要な理由にはならなし、

現状の医療保険財政を取り巻く厳しい環境を踏まえた場合、保険診療ルー

ル遵守の指導等の役割に配慮しながら、複数の都道府県を東ねる形で再編す

ることを検討すべきである。なお、審査の公平・公正性の観点からは、でき

るだけ大きな単位で集約されることが望ましいと考える。

c 支払基金の審査の公平性の確保    .         ヽ

都道府県ごとの査定率、医科と歯科の査定率を比較した場合に相当な格差

が生じている実態について、都道府県ごとの差異については、支払基金各支

部の査定基準が統一されていないことが原因であると考えられることから、

統一された査定基準を設けるべきである。             ~
また、医科と歯科の査定率の差違については、各々の診療の特性に応じて

別個の診療報酬体系として定めていることも原因のひとつである可能性は否

定しなぃが、その原因を更に検証し、格差の是正を図る措置を講ずるべきで

ある。                  
｀

なお、これらの格差を是正する措置を講ずる際には、医学的判断を要する

審査の厳格な実施を確保すべきである。

d 支払基金の役員体制の選出の在り方の見直し

支払基金の役員体制は、特殊法人の時代から、保険者代表、被保険者代表、

診療担当者代表及び公益代表が同数を占めており、平成15年の民営化以降も

まったく変更されていない。

役員の人員構成については、支払基金の事業運営資金であるレセプト審

査・支払手数料の負担者が中′心となつてその事業運営をすることがふさわし
いことから、

｀
保険者代表がその過半数を占める構成に見直すべきである。

併せて、公益代表の内訳は、特殊法人時代を踏襲してすべて厚生労働省関

係者が占めており、民間法人となった現在においては極めて不自然な状態で

あることから、厚生労働省関係者が就任しないよう見直すとともに、被保険

者代表については、組合組織率の低下を踏まえ、労組団体の構成比率を見直

14



すべきである。

(イ )保険者機能の強化
(レセプトの審査・支払いについては、本来、患者及び被保険者のエージェン

トであり、保険料を負担している保険者が主体的に実施するべき業務である。

健康保険法 (大正 11年法律第70号)においても、「保険者は、(中略)審査の

上、支払うものとする]、 また、支払基金に「委託することができる」と規定

されているところであり、、法律上は直接審査が原則であり、支払基金による審

査が例外であると解される。しかし、現状では、支払基金が健康保険などの被

用者保険に係る審査・支払業務を事実上ほヤ鐵虫占している状態にある。

この保険者による直接審査を妨げているのは、いわゆる「事前合意要件」で

ある。法律上認められた直接審査を行うためには、保険者は、個別の保険医療
機関から合意を取り付けることが必要とされているが、

.｀

すべての保険医療機関

から合意を取 り付けることは事実上不可能である。

今後、オンライン請求化により審査・支払業務の自動化が進展 した場合には:

保険者自身が審査・支払業務を行 うことが容易となるものと想定されることか

ら、保険者がその本来の機能を発揮 し、自ら効率的かつ適正な審査を行 うこと

ができるようにすべきである。

なお、平成 20年 10月 より二部の健康保険組合において調剤レセプトの直接

審査が開始されているが、事前合意のなぃ調剤薬局のレセプ トについては、従

前通り支払基金により審査されており、事前合意要件が直接審査の妨げになつ

てぃることに変わりはない:

したがつてt次の項目について早急に取り組むべきであると考える。

a 直接審査の事前合意要件の撤廃

現在保険者がレセ.プ トの直接審査を実施する上で障害となっている保険医

療機関・薬局の事前合意要件については、決済ルールや紛争処理ルールを定

めた上で、撤廃す人きである。

b 直接審査のための環境整備

事前合意の廃上後のルール作りなど事前合意要件廃止の環境が整うまでに

おいては、以下に掲げるような、事前合意が得られやすい環境の整備に取り

組むべきである。

a)個別の合意の煩雑さを解消するために、特定保健指導等で認められてい

る集合契約のようなグループによる合意手続きの仕組みを、特定保健指導

魔
υ



等の状況を踏まえて導入

b)保険医療機関・薬局が直接審査に対応することによりt保険者ごとに別々

にレセプトを送付する必要が生じるなど、保険医療機関・薬局側に事務負

担が発生するL一方で、保険者は支払基金への審査・支払手数料の支払い

が不要となることから、この事務負担を軽減するために保険者側から事前

合意した保険医療機関・薬局に対して事務手数料を支払うことを可能にす

る仕組みを導入  :
c)調剤レセプ トの直接審査・支払に適用される公正な審査体制のみなし規

定 (支払基金との指導契約)と 同様の規定について、調剤レセプ トでの実

施状況を踏まえて、医科・歯科レセプ トに導入

d)、支払基金の各支部における審査基準について、医学的判断が標準化可能

なレベルに収敏した事例については支払基金のホームページにおいて既に

公開済みであるが、収飯するまでに至らない判断基準については非公開と

されていることから、直接審査の際の判断材料となるようすべて公開

晨
Ｕ



規制改革推進のための 3か年計画 (改定)  ―

・【抜粋】

平成 20年 3月 25日

閣  議  決  定
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イ
. IT化

、事瑳貌効召 ヒ

鶉 措置内容
当書 と

の関係

鋤 榊

職 罐 |… 1戟 1犠

①医療分野 I

T化のグラ

ン ドデザイ

ンの撻

麟 労働省)

医療の質の向上と効率化の観点から、医療分野

の IT化に関するグランドデザインを推進する

支援・助成について、中 の整備の在 り方

を含め検討し、電子カルテ等、各種 IT化を統合

的に推進する。

医計画・

療イ① …

②電子 レセプ

トによるオ

ンライン請

求化の確実

な縫

殴 労働省)

a レセプ トオンライン請求化に関して、平成

18年の厚生労働省令について (i)オンライ

ン請求化の期限が努力目標ではなく義務であ

ること。 (五 )義務化において現行以上の例外

規定を設けないこと。(五 )ξ鋤郷ヒの期限以降、

オンライン以外の手法による請求に対して診

療報酬が支払われないことを、医療機関・薬局

に周知徹底する。

計画・医

財 ②a

平成Z府督

"iら
地ミ次翻 ヒ、

議 年度当初から原則完全

オンライン化

オンライン請求されたレセプトに関して、医

療行為発生後最長約 3ヶ月間かかつている診

療報酬の支払までの期間を、保険者側の協力を

前提に短縮すること、診療報酬点数における加

算について、オンライン請求の、より効果的イ

ンセンティブとなるような見直しを実施する

ことなど、医療機関のオンライン請求化を促す

仕組み、すなわち、医療機関へのインセシティ

搬 を姉 る。

また、医療機関において、オンライン化に通

合した請求システムが円滑に導入されるよう、

請求システムの標準化、互換性、セキユリティ

の解 の%を 図る。

審査支払機関に対し、オンライジを導入した

保険者と導入しない保険者間の手数料の差を

拡大させることについても併せて検討させる。

計画 `医

財 ②b

０
０



議 措置内容
当初計置蒔と

の関係

鋤 詢

執 1罐 鶉瘤的疲 1講認1牲

③審査支払機

関の IT化
の灘

離 うえ
'41ヨ

ト1菫))

社会保険診療報酬支払基金など審査支払機関

は、電子レセプ トに対応した投資を集中的に行

い、一連の審査業務全般にわたつて電子的手法を

活用した方式を開発するなど、審査の質の向上と

効率化を図る。

計画・医

療イ③

激 鋤

④ レセプ トの

データベー

スの構築 と

利用環境の

動

厚生労働省)

a レセプ トオンライン請求化に合わせ、平成

20年度末までにレセプトデータの収集 0分析

体制を構築し、平成 23年度以降は全国のレセ

プ トデータを収集・蓄積・活用できる体制を構

築、運用する。

計画・医

療イ④a

編 平成20年度から措

置    =

レセプ トオンライン請求化による診療情報

の収集・蓄積1劫口え、平成 20年度から特定健

康診査の実施により、健康情報についても収

集・蓄積されることになるが、これらの収集・

蓄積された膨大な診療・健康情報を相互に関連

づけるほか、必要に応じて分析上有用な他のデ
ニタベ■スとリンクさせることにより、データ

ウエアハウス化 (DWH)が可能となる。

このデータウエアハウスにらぃては、例えば

統計法などの取り扱いを参考にしつつ、́その恣

意的な利用を防ぐとともに、国の独占利用をJト

除し、民間への開放を前提とした利用ルールを

確立し、国民の健康の増進に資する幅広セ郷

での利用を図る。、   1

計画・医

療イ④b

編 平成20年度か ら措

置    '

ｎ
Ｊ



議 措置内容
当初措揃畔事と

嚇

_実施予定時期

犠 曜

ー

職 1犠

⑤電子カルテ

システムの

普及促進

惇 生労働省)

厚生労働省の保健医療情報システム検討会

が「保健医療分野の情報化にむけてのグランド

デザイン」 (平成 13年 12月 )で提言した平成

18年度までに全国の診療所の6割以上、400床

以上の病院の 6割以上に電子カルテシステム

を導入させるとした目標を確実に達成できる

よう、具体的な実行策を明定し、公表する。併

せて、電子カルテシステムの導入負担を軽減

し、導入が促進されるよう、地域中核病院等に

web型電子カルテを導入して診療所等の電

子カル郊 用を支援する等、具体的な措置を講

ずる。            :

計画・医

療イ⑤a

b 電子カルテにおける用語・コー ドとレセプ ト

における用語 。コー ドの整合性を図り、カルテ

からレセプ トが真正に作成される仕組みを構

築し、我が国のカルテについて電子カルテ化を

積極的に推進することとし、そのための実効性

ある方策を講ずる。

計画・医

療イ⑤b

逐次実施

c 電子カルテシステムが導入された後も、医療

機関において継続的に運用されるようtシステ

ム導入後の運用維持も視野に入れ、電子カルテ

システムを用いた望ましい診療行為や医療機

関の体制の評価を踏まえ 具ヾ体的な推進策を策

定し、措置する:

計画 0医

療イ⑤こ

耀

d オ~ダーエントリニシステムの導入、バ■コ

ー ドによる患者誤認防止システムなどの IT
を使つた医療安全対策を二層推進する。

計画・医

.療イ⑥ d

激 鋤

ｎ
ｕ

Ｏ
こ



鶉 措置内容
当初后打葬等と

の関係

実施予定時期

軌 罐 |… lゆ 1犠

⑥診療情報等

の共有 の促

進 と電子カ

ルテの標準

化礎

隧 糊 )

a 安全で質の高い患者本位の医療サービスを

、実現するために、個人情報の保護など一定の条

件を備えた上で、静 確 数の輸 で

共有し抑 ができるよう措置する。

計画・医

療イ⑥ a

逐次実施

b カルテの電子化を促進するに当たっては、医

療におけるIT化の推進という方針σ下、カル

テの互換性・規格の統一、レセプ ト0カルテ連

動のためのコー ド整備等の技術的な課題を解

決するとともに、具体的な導入時 の

促進手段を政府として明確にし、実行する。

計画 。医

療イ⑥b

逐次実施

ご 医療機関が他の医療機関など外部に提供す

る電子的診療情報については、世界的に普及し

ているデータ交換規約に様式を統一すること

を制度化する。また標準化された電子的診療情

報lま、患者個人の所有物であるとの原員1の下、

当該情報について患者個人が自由に観 ある
:いは外部鶴翻こ保存を委託し、疾病管理に利用

するなどその環境整備についても早急に検討

を進める:

計画 。医

療イ⑥ c

編

⑦電子カルテ

等診療情報

の医療機関

外での保存

殴 鯛 )

電子カルテ等診療情報の医療機関外での保存

については、情報の安全確保等、外部保存受話機

関として満たすべき技術及び運用管揮卜の要件

を示したガイドラインを速や力ヽこ開示、周知徹底

し、診療情報の電子化及び憲者の診療継続等のた

めの医療機関間での情報共有を推進する:

【平成レ年3月「医療情報システムの安全管理に
'関するガイドライン」】

計画 。医

療イ⑦

逐次実施

０
こ



鶉 措置内容
当鵬 と

嚇

実施予定時期

ー ー

識 1犠

③遠隔医療等

の医療分野

の IT化 の

縫

睦 労働省 )

a 高度な医療サ,ビスを効果的、効率的に提供

できるよう、病診連携や病病連携と併せて、遠

隔診断等の遠隔医療を推進する。

また、各種データ交換の際のフォ∵マット、

電子的情報交換刊頃、情報セキュリティ技術等

の標準について早急に確立し、積極的な普及策

を講ずる。

計画・医

療イ③a

逐次実施

Ъ 病院内のチーム医療と同等な高レベルの処

方チェツクを可能とすべく、ITを活用した薬

局機能の高度化について検討し、今後とも規制

改革推進のため、所要の措置を講ずる。

計画・医

療イ③b

鰤

⑨医薬品 。医療

材料への標

準童― ド付

与

睦 労働省)

標準平ァ ド付与につぃては、医薬品において、

既に通知が出されて平成 20年 9月 までに標準コ

ー ドの整備が図られる予定である。医療材料にお

いても、通知を発出し、標準コー ド付与の整備を

図り、その効果の拡大を図る。

計画・医

療イ⑨ 瞬

⑩ レセプ トォ

ンライン請

求化を踏ま

えた レセプ

ト審査の質

の向上、医療

費分析の推

進

醇生労働省)

レセプトオンライン請,Mヒを踏まえ、例えば傷

病名とそれに対応する医療行為の対応関係を明

らかにし、かっ一般にも公開することとするな

ど、レセプト審査の質の向上、医療費分析を推進

するための方策について、検討を行う。

重点・医

療(3)④

検討・結

論

ウ 保険者、保険運営、審査支払等

鶉 措置内容
当初膚画等との

臨

実施予定時期

輸 罐
…

我 1牲

①保険者の自

主的運営の

ための規制

緩和等の措

置

は 労働省)

保険者の自立的な運営のため、各種許認可手続

など、下層の規制緩和等の措置を講ずる。  ´

計画・医療

ウ①

激 難

22



鶉 措置内容
当初計画等との

臨

実施予定時期

輸 囃

ー

職 1犠

②囃 関・薬

局と保険者

間の直接契

約に関す る

籍 の勧

縛生労酢瞥)

「規制改革 0民間開放推進 3か牛計画 (改定)」

(平成 17年 3月 25日 閣議肉0に おける「保険

者と医療機関の直接契約が進められるよう、現行

の契約条件等について過度な阻害要件がないか等

について保険者の意見を踏まえつつ、条件衝印に

ついて検討する。【逐次検討】」との決定を踏まえ、

例えば以下のような事項について、保険者からの

要望があれば積極的国聴取するとともに、「健康保

険法第 76条第3項の認可基準等について」 (平成

15年 5月 20日 健康保険組合理事あて厚生労働

省保険局長通知 i保発第 052000011詢 及び「保険

薬局に係る健康保険法第 76条第 3項の認可基準

等について」(平成 17年 3月 30日 健康保険組合

理事あて厚生労働省保険局長通知 保発第

03300002号)の通知における要件の見直しについ

て結論を出す。

・直接契約の対象医療機関や対象薬局の名称等の|

計画・医療

ウ②

!

逐鰤 ・編

０
０

０
こ



鶉 措置内容
当初尉口諄との

臨

実施予定時期

戦 罐

―
 |  

二
Fフリを21戦

価格設定が、契約当事者間の合意があれlよ よ

り自由に設定できるよう、要件を緩和すること。

・認可を取消された場合であつても保険者、保険

組合加入者の受診機会の継続性の確保めため、

当事者間の合意があれは 二定期間、継続的に

運用を可能とする猶予措置を講じること。

③審査支払機

関間の競争

競 の輸

厚生労働省)

a 更なる受託競争の促進による審査・支払業務

の効率化を図るため、保険者が他の都道府県の

国保連を含むいずれの審査支払機関にも、医療

機関側が十分な準備ができる期間を置いた上

で、審査・支払を委託することができる旨、周

知網駆豪ケる。

計画・医療

ウ③

編

b 各審査支払機関における手数料、審査取扱い

件数、再審査率、審査 。支払部門のコス トを示

す財務情報など、一定の情報については公開さ

せるとともに、支払基金と各都道府県国保連の

審査 。支払部門の平ス トが比較できるよう、そ

れらを示す財務情報を公開する際の統一的なル

ー/7を設定する。 1          .
c 保険者・審査支払機関間の契約モデルの提示、

保険者が指定した審査支払機関にレセプ トが請

求されるようなインフラの整備t診療報酬点数

表等に基づいたレセプトを照合する等の審査ロ

ジジクの公開、紛争処理のあり方の見直しを行

つ。

④社会保険診

療報酬支払

基金の業務

の民間開放

睦 労働省)

健康保険組合における診療報酬め審査・支払に

関する事務については、従来、

支払基金に委託するよう通知により指導されてい

たが、現在当該通知は廃止され、健康保険組合自

ら又は社会保険診療報酬支払基金以外の第二者の

審査支払機関による診療報酬贈調剤報酬の審査 0

支払が可能となつている。

したがって、健康保険組合から直接審査・支払

についての具体的な要望が厚生労働省に寄せられ

た際には、その内容にういて速やかに検討・結論

を出す。

計画・医療

ウ④

動 0,F.:ittil)

24



鶉 措置内容
当初計画等との

臨

実施予定時期

勁 罐

ー

識 1犠

また、オンライン請求などの IT化の融 、

上述した支払基金以外の者による審査・支払の普

及等に応じて、特定業務への特化を図るなど、支

払基金の業務の民間開放についても推進する。

⑤社会保険診

療報酬支払

基金の業務

効率化′

惇 生労働0

支払基金に対し、オンライン化の進展に合わせ

て、審査のあり方を含む業務フローの抜本的な見

直しを前提とした業務効率化計画 f400床以上の

病院のレセプトオンライン請求化が義務化される

羽成20年度から、原則完栓オンラインイ助ミ実現す

る平成 23年度までの年度ごとの数値目標を含む

工程表など)の作成を促し、この計画に基づく審

査・支払業務に係る手数料の算出根拠を明らかに

し、手数料適正化の数値目標を明示させる。尚、

こうした業務効率化計画及び手数料適正化の見通

しについては、広く国民の知るところとなるよう、

具体的且つ分かり易くホームページなどで公表さ

せる。

計画・医療

ウ⑤

平 成 19

年 末 ま

で に 業

務 効 率

化計画、

平 成 19

年 度 末

ま で に

手 数 料

適 正 化

の 見 通

しを 作

成
‐

⑥健康保険組

合の規約変

更の届出制

化等

厚生労働省)

健康保険組合の規約変更については、厚生労働

大臣の認可制から事後届出制に変更する事項にづ

いて保険者の意見があれば、それらの意見を踏ま

え、その適否について速やかに検討し:届出の対

象とする事項の拡大等を図る。i

計画0医療

ウ⑥

彪 E夕 麟 貪 言 寸・ 綸

⑦患者への情

報提供等の

エージ土ン

ト機能の充

実

麟 労働省)

被保険者への情報提供等、保険者のエージェン

ト機能の充実を図るため(以下に示すような内容

について、必要に応開 知を図る。

・保険者が医療機関に係る情報収集を行い易いよ

うな方策を講じるとともに、保険者がそれらの

、情報を公表することや、被保険者による評価を

反映すること、また、そうした情報を用いて被

保険者に対して優良医療機関を推奨することを

可能とする等、被保険者の自己選択を支援する

職

・査定減額の際の患者の一部負担金の過払いの問

題等の解消に向け、被保険者の一部負担金に係

計画・医療

ウ⑦

逐動

Ｅ
Ｕ

Ｏ
こ



鶉 措置内容
当初尉洒蒔との

縣

実施予定時期

報 罐

…

犠 1犠

る査定減額相当分について、被保険者の代理者

として保険者が医療機関に返金請求を行うこと

ができることを周知徹底するとともに、保険者

が被保険者への返金分を代理受領し、被保険者
への返戻を可能とする等、保険者力勁 [ス者の

権限行使をサポートするような職

工 診療報酬

鶉 措置内容
当初け画諄との

蘇

実施予定時期

―
:… I職 1犠

①競争政策の

観点か らの

医療費体系

の見直し

眺 労働省)

.競
争政策上のインセンティブという観点から

患者に対してより良い医療を提供した者がより

評価されるという医療費体系の在り方について

検討し、所要の措置を講ずる。

計画・医療

工① …

②医療費体系

の在り方

醇生労働D

医療機関の形態に応じた投資的経費の評価に

関する検討を急ぐとともに維持管理経費等の評

価についても検討を進め、それらを含めた医療費

体系の整備を図る。

計画,医療

工②

逐次実施

③診療報酬点

数算定ルー

ルの簡素イと、

明確化

離 労働省)

レセプ トのオンライン請求の基礎となる電

子点数表について、平成 20年度診療報酬改定

に合わせ早期に完成させるとともに、将来的に

はオンラインを利用した、迅速かつ適正な審査

が実施できるよう、電子イヒをにらみつつ、引き

続き点数計算ロジックをより明確にする。な

お、電子点数表の作成に当たつては、出来得る

限り簡素化し、いつでも、また誰でも、そして

そのままの状態で利用可能なものとする。また

電子点数表作成に際しては、病院(保険者、支

払基金、国保連それぞれのシステム開発を担う

民間と協力して進める。         .

計画:医療

工③a …

数表の完成、平

成23年度までにロジックの

動

Ｃ
Ｕ

Ｏ
こ



鶉 措置内容
当初尉洒蒔との

臨

実施予瀞 測

執 罐 |… 1減 1犠

b 診療報酬体系の見直しについては、医療にか

かるコス トを適切に把握するための調査を検

討するとともに、新技術の導入について学会の

調査等の結果に基づく評価を行 うなど、医療機

関のコス トや機能の適切な反映、医療技術の適

正な評価等の基本的考え方に立って見直しを

進める。

計画0医療

工③b

逐次実施

c 算定ロジックの変更等を伴う改定の場合に

は、実施までの医療機関におけるレセプト電算

システムの修正に要する期間についても配慮

する。

計画・医療

工③ c

逐次実施

④価格決定方

法の見直し

縛生労働省)

既存薬の効能について、一定の期 礎計れ たヽ再

評価を実施し3加勧潔められなくなうたものの承

認を取り消すなどの措置を講ずる。

計画・医療

工④  :
逐次実施

⑤中央社会保

険医療協議

会 (中医協)

鮮 の動

隧 労働省)

中医協にういては、次のような機能、組織の改

革を実施する。また:その運用状況を注視し、必

要に応じて見直しを行う。

研議64回国会に麟 灘 出)

a 改定率を除く診療報酬改定に係る基本的な

医療政策の審議については、       に

ゆだね、そこで厖糠潮酬改定に係る基本方針」

を定め、中医協においては「基本方針」に沿つ

て、具体的な診療報酬点数の設定に係る審議を

行うこと。

計画・医療

工⑤a

必要に応じ見直し

b 支払側委員及び診療側委員の委員構成につ

いては、医療費のシェア、医療施設等の数、医

療施設等従事者数、患者数等の指標を総合的に

勘案しながら、明確な考え方に基づいて決定す

ること。

計画・医療

工⑤b

c 中医協外で審議・決定された基本的な医療政

策に沿つて中医協において改定がなされたか

どうかを検証すべく、診療報酬改定結果を客観

的データによらて公益委員が事後評価するこ

,と。

計画・医療

工⑤c

27



鶉 措置内容
当初諦画等との

縣

実施予定時期

… …

磁 1`手刊g:

C包括払い。定

額払い制度

への移行 の

健

縛生労働省)

現在行われているDPCについて、その影

響 。効果を早期に検証し、より精緻化された、

実効性のあるDPCの実施に向けて検証を進

める。

計画・医療

工⑥a …

b 「規制改革推進のための3か年計画」 (平成

19年 6月 22日 間議決0に 則り、DPC導入

の検証と並行し、DRC― PPSの導入効果を

参考にして、一入院当たりの包括的・定額払い

制度の試行を次期診療報酬改定において導入

する。

ヨ巨ン点ミ・臣三,房尋

(3)①尉

画`医療エ

⑥b〕

鑓

⑦質に基づ く

支払いの推

進

麟 労働省)

欧米諸国の取組内容、国内における医療情報収

集体制の整備状況等を踏まえつつ、質に基づく支

払いの導入にむけて、導入時期、方法などについ

て検討を開始する。

鎌 ・ EEり 男壽

(3)②

検 討 開

始

③地域医療に

貢献す る医

療機関に対

す る診療報

酬評価

惇生労働省)

夜間対応、休日開業、在宅医療、また地域連携

によるそれらの 24時間対応等、地域医療に貢献

する医療機関に対する診療報酬上の評価につい

ては、平成 18年¨ 改定においても一定

程度行われたところであるが、改定後の状況を踏

まえた診療報酬上の評価の在り方について、今後

さらに検討し、結論を得る。

計画・医療

工⑦

濠 、結

論

⑨いわゆる「混

合診療」の見

直し  ご

麟 労働省)

a 先進医療に係る平成17年の厚生労働省保険

、局医療課長通知が導入した薬事法承認の要件

を角牢除することと併せt患者の選択肢を可能な

限り拡大する観点から、個別の医療技術ごとに

実施医療機関について審査を行つた上で、国内

未承認の薬物・機械器具を用いた先進的な医療

技術に関する保険診療との併用を認める枠組

みを創設することにより、新たな条件整備を行

う。                         .

鎌
。

口 三ツ房尋

(1)①

鑓

b 平成 16年の基本的合意が実効性ある形で実

施されているかを検証する為、先進医療の実施

件数と金額を含む調査を行い、その結果を,般
に公表する。     |

疎
。

巨 ロリ房モ

(1)② …

28



規制改革推進のための 3か年計画 (再改定 )

【抜粋】     :

平成 21年 3月 31日
)

閣  議  決  定
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イ I・T化、事彩鏡櫻留ヒ

韓 措置内容
い と

囃

実施予定時期 i

勁 離 l… 1轟
①医療分野 I

T化のグラ

ンドデザイ

ンの縫

惇 生労崎

医療の質の向上と効率化の観点から、医療分野

の IT化に関するグランドデザインを推進する

支援・助成について、医療費体系の整備の在り方

を含め検討し、電子カルテ等、各種 IT化を統合

的に推進する。 、

改定・医

療イ①

逐次実施

②電子 レセプ

トによるオ

ンライン請

求化の確実

な縫

麟 労働省)

レセプ トオンライン請求化に関して、平成

18年の厚生労働省令について (i)オンライ

ン請求化の期限が努力目標ではなく義務であ

ること。 (五 )議 イヒにおいて原則現行以上の

例外規定を設けないこと。 (■)義務化の期限

以降、オンライン以外の手法による請求に対し

て診療報酬が支払われないことを、医療機関・

栞局に周知徹底する。

その際、地域医療の崩壊を招くことのないよ

う、自らォンライン請求することが当面困難な

改定 。医

療イ②a

平成20年度から嘲 h
零滋昨 度当初から左記を踏

ま文塀預1完全オンラインfヒ

オンライス請求されたレセプ トに関して、医

療行為発生後最長約 3ヶ月間かかつている診

療報酬の支払までの期間を、保険者側の協力を

前提に短縮すること、診療報酬点数における加

算について、オンライン請求の、より効果的イ

ンセンティブとなるような見直しを実施する

ことなど、医療機関のオンライン請求化を促す

仕組み、すなわち(医療機関へのインセンティ

ブ施策を検討する。          ´

またt医療機関において、オンライン化に適

合した請求システムが円滑に導入されるよう、

請求システムの標準化、互換性tセキュリティ

の確保等の環境整備を図る。

審査支払機関に対し、オンラインを導入した

保険者と導入しない保険者間の手数料の差を

拡大させることについても併せて検討させる。

改定 。医

療イ②b

ス下Ft子pr:す 均等3崎 フ盤]ネらハ羞マ,そ路 _
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鶉 措置内容
3ま菌計藤酷事と

嚇

実施予定時期

鴨 蛾 講勉時獲 1零認1犠

③審査支払機

関の IT化
の撻

麟 労餡 )

社会保険診療報酬支払基金など審査支払機関

は、電子レセプ トに対応した投資を集中的に行

い、一連の審査業務全般にわたって電子的手法を

活用した方式を開発するなど、審査の質の向上と

効率化を図る:

改定 。医

療イ③

逐次実施

④ レセプ トの

データベー

スの構築 と

情報活用体

制の整備

縛生剛幅 )

a レセプ トオンライン請求化に合わせ、平成

20年度末までにレセプトデータの収集・分析

体制を構築し、平成 23年度以降は全国のレセ

プ トデ十夕を収集・蓄積・活用できる体制を構

築、運用する。      1

改定 。医

療イ④ a

編 平成20年度から措

置

b .レセプ トオンライン化が効果を上げること

ができるように、オンラインを通 じた医療情

重′点 0医

療 (2)

①ア (ガ

〔改定・

医療イ④

b〕

編 平成21年度までに

糧

報・健康情報の収集・蓄積体制を早急に整備す

るとともに、例えば統計法 (平成 19年法律第

53号)などの取り扱いを参考にしつつ、その

恣意的な利用を防ぐとともに、国の独占利用を

排除しt民間への開放を前提とした利用ルール

蕉確率し、国民の健康の増進に資する幅広い分

野での利用を図る。   ,
また、蜘 関において蓄積された軸

を共有化し、効率的かつ質の高い医療提供体制

を構築するため、診療記録等の医療分野におけ

る電子化された情報については、外部保存を行

うことができる環境整備を進める。

０
０



鶉 措置内容
郡な替計艇酷事と

嚇

実施予定時期

´
ヨ う ,ユ 罐 勁 犠 職 1牲

⑤電子カルテ

システムの

普及促進

厚 生労崎

厚生労働省の保健医療情報システム検討会

が「保健動 の情報化にむけてのグランド

デザイン」 (平成 13年 12月 )で提言した平成

18年度までに全国の診療所の6割以上、4∞ 床

以上の病院の 6割以上に電子カルテシステム

を導入させるとした日標を確実に達成できる

よう、具体的な実行策を明定し、公表する。併

せて、電子カルテシステムの導入負担を軽減

し、導入が促進されるよう、地域嘲亥同好宰に

Web型 電子カルテを導入して診療所等の電

子カルテ利用を支援する等、具体的な措置を講

ずる。

改定・医

療イ⑤a 晦
・

b 電子カルテにおける用語・コー ドとレセプ ト

における用語・ゴー ドの整合性を図り、カルテ

からレセプ トが真正に作成される仕組みを構

築し、我が国のカルテについて電子カルテ化を

積極的に推進することとし、そのための実効性

ある方策を講ずる。

改定 。医

療イ⑤b …

c 電子カルテシステムが導入された後も、医療

機関において継続的に運用されるよう、システ

ム導入後の運用維持も視野に入れ、電子カルテ

システムを用いた望ましい診療行為や医療機

関の体制の評価を踏まえ、具体的な推進策を策

定し、措置する。

改定・医

療イ⑤ c

鵠

d オーダーエントリニシステムの導入、バーコ

■ドによる患者誤認防止システムなどのlT
を使つた医療安全対策を一層推進する。

改t~‐
0医

療イ⑤d …

０
こ

０
０



鶉 措置内容
中 と

の臨

実施予定時期

執 罐 l… l犠 1牲

⑥診療情報等

の共有の促

進 と電子 カ

ルテの標準

化雌

け 労働省)

a 安全で質の高い患者本位の医療サービスを

実現するために、個人情報―
など一定の条

件を備えた上でt患者情報を複数の医療機関で

共有し有効活用ができるよう措置する。

改定 。医

療イ⑥a

逐次実施

b カルテの電子化を促進するに当たっては、医

療におけるIT化の推進という方針の下、カル

テの互換性・規格の統一、レセプト0カルテ連

動のためのコー ド整備等の技術的な課題を解

決するとともに、具体的な導χ熙鰯試略種の

促進手段を政府として明確にし、実行する。

改定 。医

療イ⑥b

激 鋤

c 医療機関が他の医療機関など外部に提供す

る電子的診療情報については、世界的に普及し

ているデータ交換規約に様式を統一すること

を制度化する。また標準化された電子的診療情

報は、患者個人の所有物であるとの原則の下、

当該情報について患者個人が自由に管理、ある

いは外部組織に保存を委託し、疾病管理に利用

するなどその環境整備についても早急に検討

を進める。

改定 。医

療イ⑥ c

Ｔ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

‥

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

‥

―

ｌ

ｌ

ｌ

時

・
　

　

一⑦電子力/L/テ

等診療情報

の医療機関

'外での保存

麟 労働省)

電子カルテ等診療情報の医療機関外での保存

については、情報の安全確保等、外割保存受託機

関として満たすべき技術及び運用管理上の要件

を示したガイ ドラインを速やかに開示、周知徹底

し、診療情報の電刊 吸 び患者の診療継続等のた

めの医療機関間での情報共有を推進する3

【平成17年 3月「医療情報システムの安全管理に

関するガイドライン」】

改定 。医

療イ⑦

激 鋤

０
０

●
０



鶉 措置内容
い と

臨

実施予定時期

報 罐

…

ゆ 1犠

③遠隔医療等

の医療分野

の IT化 の

髄

隧 加

a 高度な医療サービスを効果的、効率的に提供

できるよう、病診連携や病病連携と併せて、遠

隔診断等の遠隔医療を推進する。

また、各種データ交換の際のフォーマット、

電子的情報交換手順、情報セキュリティ技術等

の標準について早急に確立し、積極的な普及策

を講ずる。

改定・医

療イ③a

逐次実施

b 病院内のチーム医療と同等な高レベルの処

方チ手ックを可能とすべく、ITを活用した薬

局機能の高度化にっいて検討し、今後とも規制

改革推進のため、所要の措置を講ずる。

改定 0医

療イ③b

激 鋤

嘲 ・
断

材料へ の標

準 コー ド付

与

眺 労働省)

標準コード付与については、医薬品において、

既に通知が出され、平成 20年 9月 までに標準コ

ードの整備が図られる予定である。医療材料にお

いても、通知を発出し、標準コード付与の整備を

図り、その効果の拡大を図る。

改定・医

療イ⑨

鵠

34



鶉 措置内容
中 と

嚇

実施予定時期

報 罐

…

職 1犠

⑩ レセプ ト様

式の見直し

離 労働省)

レセプ トオンライン請求化により収集。蓄積さ

れる診療情報l劫口え、20年度から特定健康診査

が実施されていることにより、健康情報について

重点 0医

療 (2)①

ア 〔改

定・医療

イ③

も収集 ,蓄積が進むことになる。レセプトオンラ

イン請求化は、審査・支払いの迅速化や審査の精

緻イヒ・公平性の担保のみでなく、最終的にはEB
Mの推進を通じた医療の高度化を目的 とするも

のである。したがって、レセプトォンラインfヒに

より、その効果を最大限発揮することができるよ

うに、レセプ ト様式を見直すとともに、デニタ活

用に向けた環境整備を行 う。        |

a 傷病名と行つた医療行為に対する診療報酬

項目のデータを活用することにより、医療機

関間・地域間での格差の少ない、質の高い医

療を供給することが可能となることが考えら

れる。代表的・標準的なものについてはt傷

病名と医療行為?ソ ンタ付け1企_)K挨調を
行 うとともに、これらの情報を分析・活用す

重点・ 医

療 (2)

①ア (ア )

検 討 開

始

ることにより、標準的な医療」の確立に努め

る。また、際 準的な医療Jが確立されること

により、レセプトのい が明確になり審

査の透明性向上、効率fヒの促進につなが生 _
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議 措置内容
びま目計憚罪字と

嚇

実施予定時期

報 罐

…

我 1犠

b 現在、嘘 プトに記載する傷病名は、定めら

れた傷病名コー ド (レセ電算用マスター)を

重点 。医

療 (2)

①ア イ )

20年度以降逐次実

施

用いることが『原則」とされているものの、

定められた臨 コードになし咤称が使われ

ていることが多いのが現実であり、このこと

が、蓄積されたデータの有効な活用の妨げと

なっている。     _
したがって、レセプトオンライン化に合わせ

て、国際標準コー ド (ICD-10)の 採用

も含めて検討を行い、請求時の傷病名コード

を統二することを推進し、蓄積されるデータ

の質の向上と有効活用に取り組む。

c 現在、調剤レセプトには、医療機関コードの

記載がないことから、保険者において医科・

重点・ 医

療 (2)

①ア (ウ )

23年度のレセプト

オンライン化の過

程で検討 ‐歯科レセプ トとの突合を行 う際に、手間がか

かつている状況にある。

今後、レセプ トオンライン化の過程の中で

医科・歯科レセプ トと調剤 L/セプトの突合を

容易に行えるよう、処方せん。調剤レセプト

に医療機関コードを記載することを検討す

る
一
d 現在嘘 プト́キlF早、初診日蕉当月?診療甲_

数は記載されるものの、実際の診療日の記載

重点・医

療 (2)

①ア 〔⇒はされていなし、

オンライン化に合わせてご診療行為年月日の

記載を行い、保険者におけるレセプ ト審査の

正確性の向上や重複検査や多重投薬の危険性

の指摘等を行いやすくする環境を整備する。

Ｃ
ｕ

つ
０



ウ 保険者、保険運営t審査支払等

鶉 嘩
のと

申　縣
実施予定時期

平成
“
年度 1平成

"年
度 1平成2年度

①保険者の自

主的運営の

ための規制

緩和等の措

置

隧 廓 )

購 の自立的な運営のため、各種許認可手続

など、一層の規制緩和等の措置を講ずる。

改定・医療

ウ①

逐次実施

②因劇舞難薬

局と保険者

間の直接契

約に関する

雑 の編 ロ

隧 労働省)

「規制改革・民間開放推進 3か年計画 (改0」

G萄れ7年 3月 25日 躍職膨kttDにおける「保険

者と医療機関の直接契約が進められるよう、現行

の契約条件等について過度な阻害要件がないか

等について保険者の意見を踏まえつつ、条件緩和

について検討する。磁彰薄副助 との決定を踏ま

え、例えば以下のような事項について、保険者か

らの要望があれば積極的に聴取するとともに、

「健康保険法第 76条第 3項の認可基準等につい

て」 (平成 15年 5月 20日 側劇細惣 l合理事あ

て厚生労働省聯 長通知 保発第05200001号)

及び「保険薬局に係る健康保険法第 76条第 3項

の認可基準等について」(平成 17年 3月 30日 健

康保険組合理事あて厚生労働省保険局長通知

保発第 03300002号)の通知における要件の見直

しについて結論を出す。

・直接契約の対象囃 い の名称等の

内容を保険者の組合規約に明記すべきとする要

件を廃止すること。 i
・認可申請の際にフリーアクセスを阻害していな

いことを客観的に証明するために保険者に提出

が求められている書類の記載内容を簡素イヒする

こと。     .
0契約医療機関における当該保険組合加入者の受

診増が、保険者の責による場合を除き、認可後

の監督等の対象事項とされている「契約医療機

関による患者のフリーアクセスの阻害行為」に

は当たらないことを明確化するとともに、契約

可夕5護ヨ
OEEり

房モ

ウ②

姉
・

編

37



韓 措置内容
改定計画等との

臨

鋤 詢

轍 罐

ー

職 1牲

後の各種報告を簡素化すること。

・認可後に地方厚生 (支)局へ提出すべき事項か

ら、保険者が持ち得ない、若しくは入手し難い

情報 (契約医療機関における当該保険組合加入

者以外の患者に係る診療報酬の額及びレセプト

件数 等)を削除すること。

・診療報酬点数の範囲内で契約による定められる

価格設定が、
.契

約当事者間の合意があれlま よ
`

り自由に設定できるよう、要件を緩和すること。

・認可を取消された場合であっても保険者、保険

組合加入者の受診機会の継続性の確保のため、

当事者間の合意があれ|よ 一定期間、継続的に

運用を可能とする軸 を講じること。

③審査支払機

関間の競争

競 の輸

隧 労働0

a 更なる受託競黎q階生による審査・支払業務

の効率イヒを図るため、保険者が他の都道府県の

国保連を含むいずれの審査支払機関にも、医療

機関側が十分な準備ができる期間を置いた上

で、審査・支払を委託することができる旨、周

知徹底する。

CSc【 Ё:・ 匝 【り房そ

ウ③

瞬

b 各審査支払機関における手数料、動 い

件数t再審査率、審査・支払部門のコス トを示

す財務情報など、一定の情報については公開さ

せるとともに、支払基金と各都道府県国保連の

審査・支払部門のコス トが比較できるよう、そ

れらを示す財務情報を公開する際の統一的なル

、一ルを設定する。           :

c 保険者・審査支払機関間の契約モデノンの提

示、保験者が指定した審査支払機関にレセプ ト

が請求されるようなインフラの整備、診療報酬

点数表等に基づいたレセプ トを照合する等の審

査ロジックの公開、紛争処理のあり方の見直し

を行 う。

38



鶉 措置内容
改定計画等との

断

実施予定時期

撤 199 蝉 減 1牲

④社会保険診

療報酬支払

基金の業務

の民間開放

睦 鵬 )

健康保険組合における診療報酬の審査 。支払に

関する事務については、従来、

支払基金に委託するよう通知により指導されて

いたが、現在当該通知は廃止され、健康保険組合

自ら又は社会保険診療報酬支払基金以外の第二

者の審査支払機関による診療報酬や調剤報酬の

審査 0支払が可能となっている。

したがって、健康保険組合から直接審査・支払

についての具体的な要望が厚生労働省に寄せら

れた際には、その内容にういて速やかに検討・結

論を出す。

また、オンライン請求などの IT化の進展や、

上述した支払基金以外の者による審査 ,支払の普

及等に応じて、特定業務への特化を図るなど、支

払基金の業務の民間開放についても推進する。

改定・医療

ウ④

逐次検討 。結論

⑤社会保険診

療報酬支払

基金の業務

効率化

睦 労働省)

支払基金に対し、オンライン化の進展に合わせ

て、審査のあり方を含む業務フローの抜本的な見

直しを前提とした業務効率化計画 f400床以上の

病院のレセプ トォンライン請求化が義務化され

る平成 20年度から、原則完全オンライン化が実

現する平成 23年度までの年度ごとの数値目標を

含む工程表なう の作成を促し、この計画に基づ

く審査・支払業務に係る手数料の算出根拠を明ら

かにして手数料適IEfヒの数値目標を明示させる。

尚、こうした業務効率化計画及

―

化の

見通しにらぃては、広く国民の知るところとなる

よう、具体的且つ分かり易くホームページなどで

公表させるも

雌 ・ EEフ 房壽

ウ⑤

麟

⑥健康保険組

合の規約変

更の届出制

化等

隧 労働省)

健康保険組合の規約変更については、厚生労働_

大臣の認可制から事後届出制に変更する事項に

ついて保険者の意見があれlよ それらの意見を踏

まえ、その適否について速や力|こ検討し、届出の

対象とする事項の拡大等を図る。

雌
・

厖三〕房壽

ウ⑥

セ 蓼 夕 ψ げ 響 討 [・ 編

ｎ
Ｊ

０
０



鶉 措置内容
改定計画諄との

臨

実施予定時期

轍 曜

ー

機 1犠

⑦患者への情

報提供等の

・エージェン

ト機能の充

実

眺 労働省)

被保険者への情報提供等、保険者のエージェン

ト機能の充実を図るため、以下に示すような内容

について、必要に応じ周知を図る。

・保険者が医療機関に係る情報収集を行い易いよ

うな方策を講じるとともに、保険者がそれらの

情報を公表することや、被保険者による評価を

反映すること、また、そぅした情報を用いて被

保険者に対して優良医療機関を推奨することを

可能とする等、被保険者の自己選択を支援する

胤
・査定減額の際の患者の一部負担金の過払いの間

題等の解消に向け、被保険者の一部負担金に係

る査定減額相当分について、被保険者の代理者

として保険者が医療機関に返金請求を行うこと

ができることを周知徹底するとともに、保険者

が被保険者への返金分を代理受領し、被保険者

への返戻を可能とする等、保険者が被カロ入者の

権限行使をサポー トするような職

E`ξ 兵::0貶 三′驚尋

ウ⑦

逐次実施

③所在地変更

による健康

堡 除証 Q再
作成の廃止

隧 朔 )

政府管掌健康保険は、平成 18年 6月 に、鞭敷

保険法等の一部を改正する訥 が国会で成立、

公布され、平成 20年 10月 に国とは切り画作した新

別 表 4-

993

鵠

たな保険者として全国

―

を設立し、自

主自律の運営のもとに都道府県単位の財政運営

を基本 として健康保険事業を実施 していくこと

型1ltuQ響
康保険協会の新たなシステムにおいては、市町村

合併等による社会保険事務所の管轄の変更に伴

う被保険者証の再作成は必要としないようにシ

ステム的に対応する方向К妻堕を進めてャlぅ。空
お、上記以外の事業所の所在地を変更した場合の

政府管掌健康保険の被保険者証の取扱いにらぃ

ては、一定の条件の下に再作成は不要とする方向

で平成12年度内
tこ
検討する。
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工 診療報酬

韓 措置内容
改定計画蒔との

麟

実施予定時期

報 罐 l… 1職1牲

①競争政策の

観点か らの

医療費体系

の見直し

は 搬 )

競争政策上のインセンティブという観点から

患者に対してより良い医療を提供した者がより

評価されるという医療費体系の在 り方について

検討し、所要の措置を講ずる。

改定。医療

工①

逐次実施

②医療費体系

の在り方

0職鵬 )

医療機関の形態に応じた投資的経費の評価に

関する検討を急ぐとともに維持管理経費等の評

価についても検討を進め、それらを含めた医療費

体系の整備を図る。     1

己5こアi]・ 麟

土②

逐次実施

③診療報酬点

数算定ルー

ルの簡素化、

明甜 ヒ

隧 鵬 )

レセプ トのオンライン請求の基礎となる電

子点数表について、平成 20年度診療報酬改定

に合榊 に完成させるとともに、将来的に

はオンラインを利用した、:迅速かつ適正な審査

が実施できるよう、電子化をにらみつつ、引き

続き点数計算ロジックをより明確にする。な

お、電子点数表の作成に当たつては、出来得る

限り簡剰 ヒし、いつでも、また誰でも、そして

そのままの状態で利用可能なものとする。また

電孔轍 表作成に際しては、病院、保険者、支

払基金、国保連それぞれのシステム開発を担う

民間と協力して進める。

こ5こテi]・ 麟

ユく)a

平成20年度点数表の完成k平

成23年度までにロジックの

輸

bi診療報酬体系の見直しについては、医療にか

かるコス トを適切に把握するための調査を検

討するとともに:新捜府の導入について学会の

調査等の結果に基づく評価を行 うなど、医療機

関のコ不 卜や機能の適切な反映、医療技術の適

正な評価等の基本的考え方に立って見直しを

進める。

改定,医療

工③ b

激 鋤

c 算定ロジックの変更等を伴う改定の場合に

年、1実施までの医療機関におけるレセプト電算

システムの修正に要する期間についても配慮

する:     |

改定,医療

工③ c

逐次実施

Zll



韓 措置内容
改定計画饉との

臨

実施予定時期

轍 罐 I― 1職 1牲

④価格決定方

法の見直し

麟 労働省),

既存薬の効能について、一定の基準に基づいた再

評価を実施し、効能が認められなくなったものの承

認を取り消すなどの措置を講ずる。

Cうこ兵ti・ 腋 三,着尋

工④

逐次実施

⑤中央社会保

険医療協議

会 (中医協)

鮮 の動

惇 生労働省)

中医協については、次のような機能、組織の改

革を実施する。また、その運用状況を注視し、必

要に応じて見直しを行 う。

解知64回国会に関係法案提出)‐

a 改定率を除く診療報酬改定に係る基本的な

医療政策の審議については、       に

ゆだね、そこで螂 改定に係る基本方針」

を定め、中医協においては [基本方針」に沿っ

て、具体的な診療報酬点数の設定に係る審議を

行うこと。

改定。医療

手⑤a

必要に応 a励直し

b 支払側委員及び診療側委員の委員構成につ

いては、医療費のシェア、医療施設等の数、医

療施設等従事者数、患者数等の指標を総合的に

勘案しながら、明確な考え方に基づいて決定す

ること。              .

館 ・ EE:場 百ξ

工⑤b

c 中医協外で審議・決定された基本的な医療政

策に沿つて中医協において改定がなされたか

どうかを検証すべく1診療報酬改定結果を客観

的データによって公益委員が事後評価するこ

と。

尾5c兵 ::・ 巨 三ヴ玲モ

ユくBc

⑥包括払い・定

額払い制度

への移行の

睡

麟 鵬 )

a 現在行われているDPCに ついて、その影

響・効果を早期に検証し、より精緻化された、

実効性のあるDPCの 実施に向けて検証を進

める。

己5ξtti]・ 麟

工⑥a …

０
こ

■
彎



鶉 措置内容
改定計画蒔との

縣

実施予定時期

報 罐

…

報 1牲

b 「規制改革推進のための 3か年計画」(平成

19年 6月 22日 閣議決定)|こ則り、DPC導入

の検証と並行し、DRG一PPSの導入効果を

参考にして、一人院当たりの包括的・兵諮財ムい

制度の試行を次期診療報酬改定において導入

する。

E`ξttt:・ 厖三り驚で

工⑥b

鵠

c 平成20年度診療報酬改定において、標準的 重点・医療

(2)(Dイ

齢

な治療方法が確立されており、手術に伴 う入院

期間及び費用に大きな変動のない15歳未満の

鼠径ヽルニアの入院医療につし
_、て包括支払方

式が導入されたものの、導入事例はこの1例に

とどまっている。今後、一手術あたりの支払い

方式の状況を踏まえつつtDRG一 PPSの対

象の拡大や要件の見直しについて検討する。

⑦質に基づ く

支払いの更

なる推進

隧 労雌 )

欧米諸国の取組内容、国内における医療情報収

集体制の整備状況等を踏まえつつ、質に基づく支

払い Oay For Performance)の 導入にむけて、

導入時期、方法などについて検討を開始する。

重点・E副寮

(2)(Dイ

〔改定・医

療工0

検討開始、引き続

き婦

③地域医療に

貢献す る医

療機関に対

す る診療報

酬評価

は 鵬 )

夜間対応t休日開業、在宅医療、また地域連携

によるそれらの24時間対応等、地域医療に貢献す

る医療機関に対する診療報酬上の評価について

は、平由 鍋議影糖嘲剛改定においても一融

行われたところであるが、改定後の状況を踏まえ

た診療報酬上の評価の在り方について、今後さら

に検討し、結論を得る。     、

改定・医療

工③

措置済

０
０

И
彎



事項名 措置内容
改定計画等との

臨

実施予定時期

轍 罐

ー

職 1犠

⑨いわゆる「混

合診療」の見

直し

惇 生労働省)

a 先進医療に係る平成17年の厚生労働省保険

局医療課長通知が導入した薬事法承認の要件

を解除することと併せ、患者の選択肢を可能な

限り拡大する観点から、個別の医療技術ごとに

実施医療機関について審査を行つた上で、国内

未承認の薬物・機械器具を用いた先進的な医療

技術に関する保険診療との併用を認める枠組

みを創設することにより、新たな条件整備を行

う。   
・

改定・医療

工⑨ a

翻

平成 16年の基本的合意が実効性ある形で実

施されているかを検証する為、先進医療の実施

件数と金額を含む調査を行い、その結果を,般
に猜 る。

改定。医療

工⑨b …

⑩DPCデ ー

タの活用方

策の実施

殴 労働省)

医療の質の向上に向けてデニタが活用される

よう、DPCデータの公開ルールの整備を行う。

重点・医療

(2)①ウ

検討0結

諦

鑓

また、併せて現行の公開手続方法について周知す

る
。

一
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